
 
事 務 連 絡 

令和６年７月 30 日 

各都道府県教育委員会施設主管課 

各指定都市教育委員会施設主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 施 設 主 管 課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の 

認定を受けた各地方公共団体の施設主管課  

各 国 公 私 立 大 学 施 設 担 当 部 課 

各国公私高等専門学校施設担当部課 

独立行政法人国立高等専門学校機構施設担当部課 

 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部 

 参事官（施設防災担当） 

 

 

学校施設における非構造部材の耐震対策に係る点検方法の見直しについて（周知） 

 

平素より、文部科学行政に対する御理解・御協力を賜り感謝申し上げます。 

国土交通省より定期調査・検査等の合理化や新技術の活用を可能とするため、「建築物の定期調

査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに調査結果

表を定める件等の一部を改正する告示」（以下、「改正告示」という。）が令和６年６月 28日に公

布され、これまで「目視」となっていた調査方法について「目視又はこれに類する方法」に改め

られたことが別添のとおり周知されております。 

学校施設における非構造部材の耐震対策については、「学校施設における天井等落下防止対策の

ための手引」や、「学校施設の非構造部材の耐震化ガイドブック（改訂版）・（追補版）」等によ

り、速やかな実施をお願いしているところですが、このうち点検方法と確認方法を「目視」とし

ている箇所については、国土交通省の改正告示を踏まえて同様の取り扱いとします。引き続き、

学校施設における非構造部材の耐震点検及び対策を推進するようお願いします。 

 

このことについて、各都道府県教育委員会施設主管課におかれては、域内の市区町村教育委員会施

設主管課に対して、各都道府県私立学校施設主管課におかれては、所管の私立学校に対して、構造改

革特別区域法(平成 14 年法律第 189 号)第 12 条第 1 項の認定を受けた地方公共団体の施設主管課に

おかれては、所轄の学校設置会社に対して、周知をお願いします。 

 

 

 

 

御中 



 
※改正告示については以下 HPに掲載しています。 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_000096.html 

(別添) 

【事務連絡】建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準並びに調査

結果表を定める件等の一部を改正する告示について（周知）（令和６年６月 28日） 

【問い合わせ先】 

                               大臣官房文教施設企画・防災部 

参事官（施設防災担当）付  

施設防災企画係    勝又 

電 話：03-5253-4111（内線 3184） 

メール：bousai@mext.go.jp 



事 務 連 絡 

令和６年６月 28 日 

各都道府県 建築行政主務課 御中 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当） 

建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法 

及び結果の判定基準並びに調査結果表を定める件等の一部を 

改正する告示について（周知） 

平素より建築行政の推進にご尽力を賜り、誠にありがとうございます。 

 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 12条第 1項等において、特定行政庁が指定する

特定建築物等（以下「特定建築物等」という。）及び特定行政庁が指定する特定建築設備等

（以下「特定建築設備等」という。）については定期調査・検査・点検（以下「定期調査・

検査等」という。）を行わなければならないこと等が規定されております。 

今般、定期調査・検査等の高度化のあり方及びデジタル化のあり方について検討を進めて

きたところ、定期調査・検査等の合理化や新技術の活用を可能とするため、告示を改正（令

和６年国土交通省告示第 974 号。（令和６年６月 28 日公布、令和７年７月１日施行）以下

「改正告示」という。）したところですが、報告者の業務負担軽減・効率化を図るため、改

正告示のうち「目視」を「目視又はこれに類する方法」に改める部分に関しては、公布日以

降に運用を開始して差し支えない。 

 なお、「これに類する方法」とは、「定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による

赤外線調査を含む）による外壁調査 ガイドライン」に則った調査の他、定期調査・検査を

実施する者が自らの目視によるときと同等以上の情報が得られると判断した方法（例えば、

ファイバースコープや双眼鏡、赤外線装置、可視カメラ、拡大鏡等の検査器具類を使用した

結果、目視と同等以上の情報が得られる方法等）をいう。 

（参考資料１）「定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による赤外線調査を含む）

による外壁調査 ガイドライン」 

＜担当＞ 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 

電話：03－5253－8111（代表） 

担当：藤本 

別添



参考資料１


























